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１ 趣 旨 

  文部科学省は，小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中等教育学校及び特

別支援学校において，各学校又は当該学校が設置されている地域の実態に照らし，

より効果的な教育を実施するため，当該学校又は当該地域の特色を生かした特別の

教育課程を編成して教育を実施する必要等が認められる場合に，当該学校を学校教

育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第５５条の２（同令第７９条，第７

９条の６及び第１０８条第１項において読み替えて準用する場合を含む。），第８

５条の２（同令第１０８条第２項において読み替えて準用する場合を含む。）及び

第１３２条の２に基づき，特別の教育課程を編成して教育を実施することができる

学校（以下「教育課程特例校」という。）に指定する。 
 

２ 教育課程特例校の申請 

（１）特別の教育課程を編成して教育を実施することを希望する小学校，中学校，義

務教育学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校の管理機関（公立学校に

あっては当該学校を所管する教育委員会，国私立学校にあっては当該学校を設置

する者又は設置しようとする者をいう。以下同じ。）は，都道府県の教育委員会

又は知事を経由して（国立大学法人及び政令指定都市教育委員会にあっては直

接），文部科学省に教育課程特例校指定申請書を提出するものとする。申請書に

は当該学校の同意書を添付するものとする。 
（２）上記の申請の期間は，毎年度，原則として，８月１日から８月３１日までとす

る。 
 

３ 教育課程特例校の指定 
  文部科学省は，教育課程特例校指定申請書に記載された特別の教育課程編成・実

施計画を審査し，学校教育法施行規則第５５条の２及び学校教育法施行規則第５５

条の２等の規定に基づき同令の規定によらないで教育課程を編成することができ

る場合を定める件（平成２０年文部科学省告示第３０号）第２項に定める基準（以

下「指定の基準」という。）を満たしていると認めるときは，当該学校を教育課程

特例校に指定する。 

 
４ 特別の教育課程編成・実施計画の変更・廃止 



（１）管理機関は，指定を受けた教育課程特例校の特別の教育課程編成・実施計画を

変更又は廃止する必要があるときは，都道府県の教育委員会又は知事を経由して

（国立大学法人及び政令指定都市教育委員会にあっては直接），教育課程特例校

指定変更申請書又は教育課程特例校指定廃止申請書を提出し，文部科学省の承認

を受けなければならない。申請書には当該学校の同意書を添付するものとする。 
（２）上記の申請の期間は，毎年度，原則として，８月１日から８月３１日までとす

る。 
 

５ 実施状況の報告等 

（１）教育課程特例校は，特別の教育課程に基づく教育の実施状況について，自ら評

価を行い，毎年度その結果を公表するものとする。 

（２）教育課程特例校は，（１）による評価の結果を踏まえた当該学校の児童及び生

徒の保護者その他の学校関係者（当該学校の職員を除く。）による評価を行い，

毎年度その結果を公表するものとする。 

（３）教育課程特例校は，地域や学校の実態に応じて，研究発表会，公開授業，研修

会等の開催，インターネットによる情報提供などの取組を実施することにより，

当該学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深めるとともに，

これらの者との連携及び協力の推進に資するよう，特別の教育課程に基づく教育

の状況に関する情報を積極的に提供するものとする。 

（４）管理機関は，教育課程特例校における特別の教育課程の実施状況を把握・検証

し，毎年度その結果を公表するものとする。 

（５）管理機関は，（４）による把握・検証の結果について，毎年度，都道府県の教

育委員会又は知事を経由して（国立大学法人及び指定都市教育委員会にあっては

直接），文部科学省に報告するものとする。 

（６）（５）による報告については，文部科学省においてその集録を編集し，一部又

は全部を修正・翻案し，文部科学省刊行物をはじめとした書籍，インターネット

及びその他の媒体により公表することができるものとする。 

（７）文部科学省は，教育課程特例校における特別の教育課程の実施状況について，

報告を求め，又は実地に調査することができる。 

 

６ 措置の要求 

  文部科学省は，特別の教育課程の適正な実施のため必要があると認めるときは，

指定を受けた教育課程特例校の管理機関に対し，当該特別の教育課程の実施に関し

必要な措置を講ずることを求めることができる。 
 

７ 指定の取消 

  文部科学省は，次の各号のいずれかに該当するときは，教育課程特例校の指定を

取り消すことができる。 
一 管理機関が，４の（１）の規定による特別の教育課程編成・実施計画の変更の

承認を受けなかったとき 



二 教育課程特例校又は管理機関が，５の（１），（２），（４）及び（５）の規

定による実施状況の評価等に係る義務を怠ったとき 
三 教育課程特例校において，特別の教育課程編成・実施計画の円滑かつ確実な実

施が現になされていないことが明らかであるとき又は見込まれなくなったとき 
 
  附 則（平成３０年９月１１日改正） 

 この大臣決定は，平成３０年９月１１日から施行する。ただし，５及び７の二の規

定については，平成３２年４月１日から施行する。 


